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二
九

所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律
（
平

成
二
九
年
法
律
第
四
号
）
の
一
部
改
正

連
結
納
税
制
度
の
見
直
し
に
伴
い
、
法
人
の
資
産
の

譲
渡
の
場
合
の
課
税
の
特
例
に
関
す
る
経
過
措
置
に
つ

い
て
、
通
算
制
度
の
開
始
、
通
算
制
度
へ
の
加
入
又
は

通
算
制
度
か
ら
の
離
脱
（
通
算
制
度
か
ら
の
離
脱
に

あ
っ
て
は
、
離
脱
前
に
行
う
主
要
な
事
業
が
引
き
続
き

行
わ
れ
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
て
い
な
い
場
合
に
限
る
。）

前
の
特
別
勘
定
の
金
額
で
繰
り
延
べ
て
い
る
も
の
に
つ

い
て
は
、
連
結
納
税
制
度
と
同
様
に
、
時
価
評
価
除
外

法
人
に
該
当
す
る
場
合
を
除
き
、
そ
の
繰
り
延
べ
て
い

る
収
益
（
少
額
で
あ
る
も
の
を
除
く
。）の
計
上
を
行
う

こ
と
と
す
る
等
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
た
。（
所
得

税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律
附
則
第
六
八
条

及
び
第
六
九
条
関
係
）

二
四

所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
一

七
年
法
律
第
二
一
号
）
の
一
部
改
正

連
結
納
税
制
度
の
見
直
し
に
伴
う
所
要
の
整
備
を
行

う
こ
と
と
し
た
。（
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
附
則
第
三
四
条
関
係
）

二
五

所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律
（
平

成
一
八
年
法
律
第
一
〇
号
）
の
一
部
改
正

連
結
納
税
制
度
の
見
直
し
に
伴
う
所
要
の
整
備
を
行

う
こ
と
と
し
た
。（
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
等

の
法
律
附
則
第
一
〇
九
条
関
係
）

二
六

所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二

一
年
法
律
第
一
三
号
）
の
一
部
改
正

連
結
納
税
制
度
の
見
直
し
に
伴
う
所
要
の
整
備
を
行

う
こ
と
と
し
た
。（
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
附
則
第
四
一
条
関
係
）

二
七

経
済
社
会
の
構
造
の
変
化
に
対
応
し
た
税
制
の
構

築
を
図
る
た
め
の
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
（
平
成
二
三
年
法
律
第
一
一
四
号
）
の
一
部
改
正

連
結
納
税
制
度
の
見
直
し
に
伴
う
所
要
の
整
備
を
行

う
こ
と
と
し
た
。（
経
済
社
会
の
構
造
の
変
化
に
対
応
し

た
税
制
の
構
築
を
図
る
た
め
の
所
得
税
法
等
の
一
部
を

改
正
す
る
法
律
附
則
第
六
五
条
関
係
）

二
八

所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二

八
年
法
律
第
一
五
号
）
の
一
部
改
正

連
結
納
税
制
度
の
見
直
し
に
伴
う
所
要
の
整
備
を
行

う
こ
と
と
し
た
。（
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
附
則
第
九
三
条
関
係
）

三
〇

所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
三

〇
年
法
律
第
七
号
）
の
一
部
改
正

連
結
納
税
制
度
の
見
直
し
に
伴
い
、
長
期
割
賦
販
売

等
に
係
る
収
益
及
び
費
用
の
帰
属
事
業
年
度
に
関
す
る

経
過
措
置
に
つ
い
て
、
通
算
制
度
の
開
始
、
通
算
制
度

へ
の
加
入
又
は
通
算
制
度
か
ら
の
離
脱
（
通
算
制
度
か

ら
の
離
脱
に
あ
っ
て
は
、
離
脱
前
に
行
う
主
要
な
事
業

が
引
き
続
き
行
わ
れ
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
て
い
な
い
場

合
に
限
る
。）前
の
特
定
資
産
の
販
売
等
に
係
る
延
払
損

益
で
繰
り
延
べ
て
い
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
連
結
納
税

制
度
と
同
様
に
、
時
価
評
価
除
外
法
人
に
該
当
す
る
場

合
を
除
き
、
そ
の
繰
り
延
べ
て
い
る
損
益
（
少
額
で
あ

る
も
の
等
を
除
く
。）の
計
上
を
行
う
こ
と
と
す
る
等
の

措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
た
。（
所
得
税
法
等
の
一
部
を

改
正
す
る
法
律
附
則
第
二
八
条
関
係
）

三
一

所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
三

一
年
法
律
第
六
号
）
の
一
部
改
正

連
結
納
税
制
度
の
見
直
し
に
伴
う
所
要
の
整
備
を
行

う
こ
と
と
し
た
。（
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
附
則
第
五
二
条
及
び
第
五
三
条
関
係
）

三
二

施
行
期
日

こ
の
法
律
は
、
一
部
の
規
定
を
除
き
、
令
和
二
年
四

月
一
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。

４

暫
定
税
率
等
の
適
用
期
限
の
延
長
等

令
和
二
年
三
月
三
一
日
に
適
用
期
限
が
到
来
す
る

暫
定
税
率
及
び
特
別
緊
急
関
税
制
度
に
つ
い
て
、
こ

れ
ら
の
適
用
期
限
を
一
年
延
長
す
る
と
と
も
に
、
加

糖
調
製
品
の
暫
定
税
率
を
引
き
下
げ
る
こ
と
と
し

た
。（
関
税
暫
定
措
置
法
第
二
条
、
第
七
条
の
三
、
第

七
条
の
四
及
び
別
表
第
一
等
関
係
）

令
和
二
年
三
月
三
一
日
に
適
用
期
限
が
到
来
す
る

牛
肉
及
び
豚
肉
に
係
る
関
税
の
緊
急
措
置
に
つ
い

て
、
措
置
し
な
い
こ
と
と
し
た
。（
関
税
暫
定
措
置
法

第
七
条
の
五
及
び
第
七
条
の
六
等
関
係
）

令
和
二
年
三
月
三
一
日
に
適
用
期
限
が
到
来
す
る

航
空
機
部
分
品
等
の
免
税
制
度
及
び
加
工
再
輸
入
減

税
制
度
に
つ
い
て
、
こ
れ
ら
の
適
用
期
限
を
三
年
延

長
す
る
こ
と
と
し
た
。（
関
税
暫
定
措
置
法
第
四
条
及

び
第
八
条
関
係
）

令
和
二
年
三
月
三
一
日
に
適
用
期
限
が
到
来
す
る

沖
縄
に
係
る
関
税
制
度
上
の
特
例
措
置
（
特
定
免
税

店
制
度
）
に
つ
い
て
、
適
用
期
限
を
二
年
延
長
す
る

こ
と
と
し
た
。（
関
税
暫
定
措
置
法
第
一
四
条
関
係
）

５

こ
の
法
律
は
、
一
部
の
規
定
を
除
き
、
令
和
二
年
四

月
一
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。

二
一

電
子
計
算
機
を
使
用
し
て
作
成
す
る
国
税
関
係
帳

簿
書
類
の
保
存
方
法
等
の
特
例
に
関
す
る
法
律
の
一
部

改
正連

結
納
税
制
度
の
見
直
し
に
伴
い
、
国
税
関
係
帳
簿

書
類
に
係
る
電
磁
的
記
録
等
に
対
す
る
法
人
税
法
の
規

定
の
適
用
に
つ
い
て
、
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と

し
た
。（
電
子
計
算
機
を
使
用
し
て
作
成
す
る
国
税
関
係

帳
簿
書
類
の
保
存
方
法
等
の
特
例
に
関
す
る
法
律
第
一

一
条
関
係
）

二
二

東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
等
に
係
る
国
税
関
係
法

律
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正

復
興
指
定
会
社
が
発
行
し
た
株
式
を
取
得
し
た
場
合

の
課
税
の
特
例
に
つ
い
て
、
租
税
特
別
措
置
法
の
規
定

に
よ
る
特
定
新
規
中
小
会
社
が
発
行
し
た
株
式
を
取
得

し
た
場
合
の
課
税
の
特
例
に
お
け
る
引
下
げ
前
の
限
度

額
に
よ
り
適
用
で
き
る
こ
と
と
し
た
。（
東
日
本
大
震
災

の
被
災
者
等
に
係
る
国
税
関
係
法
律
の
臨
時
特
例
に
関

す
る
法
律
第
一
三
条
の
三
関
係
）

二
三

東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
等
に
係
る
国
税
関
係
法

律
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正

右
記
三
１

ロ
の
措
置
を
前
提
に
通
算
法
人
の
仮

装
経
理
に
基
づ
く
過
大
申
告
の
場
合
等
の
法
人
税
額
の

特
例
の
創
設
を
行
う
ほ
か
、
所
要
の
整
備
を
行
う
こ
と

と
し
た
。

◇
関
税
定
率
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
法
律
第
九

号
）（
財
務
省
）

１

個
別
品
目
の
関
税
率
等
の
見
直
し

自
動
車
安
全
部
品
用
イ
グ
ナ
イ
タ
ー
等
の
基
本
税
率

を
無
税
と
す
る
こ
と
と
し
た
。（
関
税
定
率
法
別
表
関

係
）

２

納
税
環
境
の
整
備

無
申
告
加
算
税
の
賦
課
決
定
が
そ
の
除
斥
期
間
の

終
了
間
際
に
さ
れ
た
修
正
申
告
等
に
伴
っ
て
行
わ
れ

る
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
除
斥
期
間
を
延
長
で
き
る

こ
と
と
し
た
。
ま
た
、
税
関
が
特
恵
受
益
国
等
の
権

限
あ
る
当
局
等
に
対
し
て
情
報
提
供
の
要
請
を
す
る

場
合
に
お
い
て
、そ
の
要
請
の
と
き
か
ら
三
年
の
間
、

更
正
等
を
で
き
る
こ
と
と
し
た
。（
関
税
法
第
一
四
条

及
び
第
一
四
条
の
二
関
係
）

延
滞
税
及
び
還
付
加
算
金
の
特
例
基
準
割
合
に
つ

い
て
引
下
げ
等
を
行
う
こ
と
と
し
た
。（
関
税
法
附
則

第
三
項
〜
第
六
項
関
係
）

３

と
ん
税
及
び
特
別
と
ん
税
の
特
例
措
置
の
創
設

国
際
基
幹
航
路
に
就
航
す
る
外
国
貿
易
船
が
国
際
戦

略
港
湾
に
入
港
す
る
際
の
と
ん
税
及
び
特
別
と
ん
税
に

つ
い
て
、
当
分
の
間
、
開
港
ご
と
に
一
年
分
を
一
時
に

納
付
す
る
場
合
の
税
率
を
軽
減
す
る
こ
と
と
し
た
。（
関

税
法
附
則
第
七
項
、
と
ん
税
法
附
則
第
六
項
及
び
第
七

項
並
び
に
特
別
と
ん
税
法
附
則
第
二
項
及
び
第
三
項
関

係
）

◇
地
方
財
政
法
施
行
令
及
び
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健

全
化
に
関
す
る
法
律
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

（
政
令
第
一
〇
八
号
）（
総
務
省
）

一

地
方
財
政
法
施
行
令
の
一
部
改
正
関
係

１

令
和
七
年
度
ま
で
公
営
競
技
納
付
金
制
度
が
延
長

さ
れ
る
こ
と
に
伴
い
、
公
営
競
技
納
付
金
の
額
の
算

定
方
法
等
に
つ
い
て
、
所
要
の
整
備
等
を
行
う
こ
と

と
し
た
。（
附
則
第
二
条
関
係
）

２

臨
時
財
政
対
策
債
の
発
行
可
能
年
度
を
令
和
二
年

度
か
ら
令
和
四
年
度
ま
で
と
す
る
こ
と
に
伴
い
、
標

準
財
政
規
模
の
算
定
方
法
を
定
め
る
規
定
等
に
つ
い

て
所
要
の
見
直
し
を
行
う
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
九

条
〜
第
一
八
条
関
係
）

二

地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
施

行
令
の
一
部
改
正
関
係

臨
時
財
政
対
策
債
の
発
行
可
能
年
度
を
令
和
二
年
度

か
ら
令
和
四
年
度
ま
で
と
す
る
こ
と
に
伴
い
、
不
同
意

団
体
が
特
例
的
に
地
方
債
を
発
行
で
き
る
場
合
を
定
め

る
規
定
等
に
つ
い
て
所
要
の
見
直
し
を
行
う
こ
と
と
し

た
。（
附
則
第
四
条
〜
第
七
条
関
係
）

三

施
行
期
日

こ
の
政
令
は
、
令
和
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る

こ
と
と
し
た
。

◇
地
方
税
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
政
令
第

一
〇
九
号
）（
総
務
省
）

１

道
府
県
民
税
及
び
市
町
村
民
税

ひ
と
り
親
に
つ
い
て
、
配
偶
者
の
生
死
の
明
ら
か

で
な
い
者
の
範
囲
を
船
舶
が
沈
没
し
た
際
現
に
そ
の

船
舶
に
乗
っ
て
い
た
者
等
と
し
、
ひ
と
り
親
に
係
る

子
の
要
件
を
前
年
の
総
所
得
金
額
等
が
四
八
万
円
以

下
で
あ
る
子
（
他
の
者
の
同
一
生
計
配
偶
者
又
は
扶

養
親
族
と
さ
れ
て
い
る
者
を
除
く
。）で
あ
る
こ
と
と

し
た
。（
第
七
条
の
二
の
二
及
び
第
四
六
条
の
二
の
二

関
係
）

雑
損
控
除
の
対
象
と
な
る
資
産
に
つ
い
て
受
け
た

損
失
の
金
額
に
つ
い
て
、
そ
の
資
産
が
配
偶
者
居
住

権
等
一
定
の
も
の
で
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
損
失
の

生
じ
た
日
に
そ
の
資
産
の
譲
渡
又
は
消
滅
が
あ
っ
た

も
の
と
み
な
し
て
一
定
の
方
法
に
よ
り
譲
渡
所
得
の

金
額
の
計
算
を
し
た
と
き
に
そ
の
資
産
の
取
得
費
と

さ
れ
る
金
額
に
相
当
す
る
金
額
を
基
礎
と
し
て
計
算

す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
し
た
。（
第
七
条
の
一
三

の
四
関
係
）
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